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2. 2020 年診療報酬改定に関する論点 
 (1) 2020 年診療報酬改定の要点 
 2020 年 4 月は、2 年に 1 度の診療報酬改定であったが、厚生労働省の公示がな
された 3 月 5 日は、すでに新型コロナウイルス感染症の拡がりが懸念され、改定
に伴う医療機関向けの説明会も相次いで中止されるなど、詳細が決まった当初か
ら、医療機関にとっては対応に苦慮する状況であった。施設基準や算定に関わる
届出の締め切りも 4 月 20 日と日程的な猶予がなく、後に遡っての算定が認めら
れるなどの配慮はなされたものの混乱した状況であったことが、日本医師会のア
ンケート調査結果からも窺われる（日本医師会,2020）。 




化されている。以下では、厚生労働省保険局医療課から 2020 年 3 月 5 日に公示
された「令和 2 年診療報酬改定の概要」に基づき、その主要な要点について述べ
る。 




































































るが、2020 年 4 月以降は、とりわけ病院経営は厳しい状況に陥っている。   
こうした状況を受け、5 月 25 日の中医協総会の承認を得て、5 月 26 日には厚
労省より、診療報酬上の臨時的な特例措置に関する事務連絡が示されたという。
「GemMed」（2020 年 5 月 26 日配信記事）によると、重症患者や中等症患者を
受け入れる医療機関の負担を「経済的な側面から支援」するための臨時特例的な
措置として、こうした病室の入院料等の点数を大幅に引き上げることによる「国


















＋二類感染症患者入院診療加算（1 日 250 点） 
（例）「急性期一般病棟入院料１」（14 日以内） 












14,211 点×3＋250 点×4＝43,633 点 






上記の図表１において、5 月 25 日の見直しで点数が引き上げられたのは、中等
症患者を一般病棟で受け入れた場合の、「救急医療管理加算 3 倍」と、重症患者を


















等の要件緩和がある。「GemMed 」（2020 年 5 月 14 日）の配信記事によると、










































 診療報酬改定を迎える 4 月以前より、医療機関においては、すでに新型コロナ
ウイルスへの対応により、外来患者の減少や診療報酬上の算定をめぐって経営状
況に大きな影響が及んでいたことが日本医師会によるアンケート調査「新型コロ
ナウイルス対応下での医業経営状況等アンケート調査（2020 年 4 月 30 日）」を
通じて明らかにされている。この調査は、日本医師会が、3 月分のレセプトを対
象に、都道府県各医師会に依頼して、任意の医療機関を医師会から選んでもらい、
















図表２ 外来受診の動向について（2020 年 3 月時、対前年比） 
 病院    診療所 
「初診料」の算定回数    －20.3％   －29.0％ 
「再診料」・「外来診療料」の 
算定回数 
   －6.6％   －10.7％ 



































































4 月の診療状況について、3 団体に加盟する 4332 病院に対し、具体的な病院経営










 その後、同 3 団体は、6 月 5 日に追加報告として、感染者の受け入れ状況別に





 以下で紹介するのは、この後、さらに 4 月調査に引き続き、3 団体合同でアン













図表４ 感染患者受入状況別にみた赤字病院、割合の比較（2020 年 4 月～6月） 
 
※（ ）内は総数 
2020 年４月 2020 年 5 月 
 


























































図表５ 感染患者受入状況別にみた医業利益率の比較（2020 年 4月～6月） 
 2020 年 4 月 2020 年 5 月 2020 年 6 月 
全病院（平均病床 266 床） －10.5％ －12.3％ －5.8％ 
感染患者受入なし 
（平均病床 185 床～192 床） 
－7.1％ －7.7％ －3.6％ 
感染患者受入・受入準備 
（平均病床 416 床～419 床） 
－12.4％ －14.8％ －7.1％ 
一時的外来病棟閉鎖 
（平均病床 393 床～413 床） 
－16.8％ －20.0％ －10.5％ 
（出所）日本病院会他（2020c,P.10-16）をもとに作成 
 











 また、この調査においては、入院基本料別にみると、「一般病棟」が 761 施
設と最多であり、病床規模別では 100 床～199 床の中小規模病院が 471 施設


































































































































(1) 今回の改定においては、救急搬送件数が年間で 2000 件以上という要件が盛り込まれ
ている。 
（2）電話再診や、初診からのオンライン診療など、2 月 25 日以降、段階的に緩和措置が
とられた項目も存在するが、4 月 8 日には、新型コロナウイルスの感染患者や感染疑い患
者を受け入れた場合、一部の入院料等に関して、大幅に点数算定を引き上げたり、加算に
よる臨時的な評価項目が設けられている。  
（3） 2 倍か 4 倍かの違いは、算定する入院料の種類により異なる。例えば、2 対１看護
か４対１看護かによって区分が分かれている「救命救急入院料」の場合には、2 対１看護
の「救命救急入院料２」ならば 4 倍、4 対 1 看護の「救命救急入院料１」ならば 2 倍とな
る。 
（4） 特定機能病院については紹介率 50％以上で逆紹介率 40％以上であること、地域医
療支援病院については、紹介率 80％以上か、紹介率 65％超で逆紹介率 40％超、または









（8） メールによるアンケート調査であり、調査期間は 2020 年 5 月 7 日から 5 月 21
日、3 団体に加盟する 4332 病院のうち、1307 病院から回答を得たという（有効回答率
30.2％）。 
（9）メールによるアンケート調査であり、調査期間は 2020 年 7 月 13 日から 8 月 3 日、
1459 病院から回答を得たという（有効回答率 32.5％）。 
（10） 前年同月との比較でみると、たとえば「全病院」の場合、2019 年 4 月は全病院の
うち赤字割合は 47.1％、5 月は 34.5％、6 月は 55.5％である。 
（11） 「GemMed」（2020 年 5 月 29 日配信記事）によると、全国自治体病院協議会の調
べによれば、新型コロナウイルス感染患者を受け入れている自治体病院の経営状況は、平
均で 8,000 万円超、最大で 7 億円の収支減少となっているという。 
（12） 同記事によれば、一般病院についての感染患者の受け入れ状況について、300 床台
の病院で軽症患者は 58.8％、400 床台で軽症患者は 44.9％、500 床以上の病院において
も軽症患者が 39.3％にも上るという。 
（13） 2019 年 7 月 18 日から 8 月 17 日にかけて、全国の民間病院 498 施設の開設者と、
診療所 3492 施設の開設者を対象に実施したウェブによるアンケート調査であり、有効回
答率は 27.3％であったという（坂口他,2020,P.3）。 




                                                                                                                                    
（14） 堤・坂口（2019）によると、事業評価価値の手法としては、「時価純資産＋キャッ
シュフローの 3~6 年分」、「営業キャッシュフローの 5~6 年分」、「時価純資産額＋営業権
（3~5 年分の利益または 3~5 か月分の売上）」、「所得 1 年分（個人の場合）」、「時価純資
産額＋医業利益 3 か月分（法人の場合）」等といった方法があるという（P.22）。 
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